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2025 年 9 月のトピックス          2025.9 アスマン 

 

1. 国際 中国 上海協力機構開幕 9.1 

2. 国際 中国 抗日戦争勝利 80 周年軍事パレード 9.3 

3. 金融 ゆうちょ銀行 デジタルマネー通貨を発行 

4. 企業経営 日本製鉄 米国に 6000 億円規模の投資  

5. 企業経営 パナソニック 経営改革関連 

6. テクノロジー テスラコイルの原理 

7. 歴史観 資本主義から「テクノ封建社会」に 

 

 

１．中国とロシア主導 上海協力機構の首脳会議始まる 中国 天津 2025.9.1 

ＳＣＯの加盟１０か国の総人口は世界人口の４０％を超え、国内総生産（ＧＤＰ）の合計は世界全体の約４分の１。  
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２．中国 「抗日戦争勝利 80 周年記念」 

 

 

 

３日、中国人民抗日戦争・世界反ファシズム戦争勝利８０周年を記念する文芸公演「正義必勝」でステー

ジに立つ出演者。（北京＝新華社記者／翟健嵐） 

 

軍事パレード 

    

「すべて中国製の武器」を強調 
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３．ゆうちょ銀行 デジタルマネー通貨 発行を発表  2025 年 9 月 1 日 17 時 18分  

暗号資産（仮想通貨）を取り巻く環境が急速に変化している。 

これは専門の預金口座と紐づけするもので、1DCJPY=1円というレートが設定される。 

ステーブルコインとは、法定通貨との間の交換レートを固定する暗号資産を意味する。代表的な暗号資産として、

ドルとの交換レートを 1:1で固定する「テザー（USDT）」がある。アメリカからドルの利用を禁じられたロシア

は、中国との貿易決済の多くをテザーで行っていると言われる。要するに、テザーは「疑似的なドル」として利

用できるわけだ。 

 

 

４．日本製鉄、米国に大型電炉新設 USスチールが 6000億円規模投資 - 日本経済新聞 

2025.8.29 

      

 

 ゲーリー製鉄所 

 

 

https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC203CY0Q5A820C2000000/
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５．パナソニック HD、関西の物流 9拠点を集約  2025 年 9 月 3 日  

  

稼働させたグループ最大の物流拠点（京田辺市） 

   

9月に入り、京都府京田辺市に新しい物流拠点を稼働させた。今後、関東でも拠点の統廃合を検討する。倉庫面

積は 11万 1688平方メートル。 

パナソニック HD傘下の複数の事業会社が共同で利用する物流拠点は今回が初めて。照明やエアコンなど照明や

エアコンなど住宅向け商品の配送を一本化し、1万 2000品を取り扱う。新拠点の稼働で年間 10億円の物流費削

減を見込む。新しい物流拠点は 3年がかりで構想してきた。 

 

（参考）組織体制 

       

 

2025年3月期決算 （兆円）

売上高 8.5 100% 9.8 100% 12.0 100% 7.2 100%

営業利益 0.4 5% 1.0 10% 1.4 12% 0.5 7%

当期利益 0.4 4% 0.7 7% 1.2 10% 0.5 7%

販売管理費 2.2 26% 1.9 19% 2.3 19% 0.6 8%

日立製作所 ソニーパナソニック デンソー

日立製作所
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６．テクノロジー テスラコイルとシューマン共振 

◆テスラコイル 

  

◆ シューマン共振 Schumann resonance） 

   

 
① 地球の地表と電離層との間で極極超長波 (ELF) が反射をして、その波長がちょうど地球一周の距離

の整数分の一に一致したものをいう。その周波数は 7.83 Hz（一次）、 14.1 Hz（二次）、 20.3 Hz（三次）、

……と多数存在する。 

② 1952 年、ドイツの物理学者であるヴィンフリート・オットー・シューマン (Winfried Otto Schumann, 当時

米国イリノイ大学在籍) により発見された。シューマン共振のエネルギー源は雷の放電や太陽風による電

離層の震動だといわれている。 

③ 地球自体が響いていることを 最初に指摘したのはあの伝説的な天才発明家、ニコラ・テスラ。 

1888 年に彼はその 現象を公表しましたが、当時は まだ計測技術が不十分であった ため、その周波数

はおよそ 8 Hz とされました。 
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７．歴史観 資本主義体制から『テクノ封建制』へ  
ヤニス・バルファキス著  集英社コモン刊 

    デジタル空間の領主たちが私たち農奴を支配する とんでもなく醜くて、不公平な経済の話。 

 

 

 

     

 

ヤニス・バルファキス（１９６１年－、６４歳 ）ギリシャの元財務大臣（2015 年）、経済学者、政治家。 

（要点） 

① 教科書的にいえば、古代の王政・奴隷制→中世の封建制→近代の資本主義体制→テクノ封建制 

② 封建制（feudalism、フューダリズム）は、経済成長が無く、身分が固定化され、格差が拡大する社会。

つまり金持ち階級でない者はどんどん貧しくなるということ。そうした世の中がすでに来ている。 

③ 第二次大戦後のブレトンウッズ体制は、欧州通貨と日本円を固定相場によって「ドル化（dollarization）」

した→アメリカが貿易黒字を続けている間はよかったが、ベトナム戦争や工業力を強めたドイツや日本に

よる輸出攻勢によりドルがもたなくなり、1971 年ニクソン・ショックにより変動相場になった。 

④ ブレトンウッズ体制後、資本主義の権力は経済圏から金融圏へ、つまり工業や商業の分野から投資銀行家

の世界へと移行」（６５ページ） 

⑤ 2008 年以後の世界は「テクノ封建制」。封建制の支配階級は「クラウド資本（Cloud Capital）」。「アマゾ

ン・ドットコムという場所はデジタル版の封建領地のようなものだ」。（１１９ページ 

 

⑥ アマゾンに代表されるクラウド資本は従来型の企業ではなく、地代（レント、rent）で稼ぐ企業。例えば、

ソニーは製品をアマゾンで売る場合、地代をアマゾンに納める必要がある。 

⑦ クラウド資本に回った資金によって、ますますクラウド資本の支配力は強まる。そして、さらなる大不況

が起きるだろう。利潤よりも地代（レント）が大きくなる時代がもう来ている。封建制の復活である。 

⑧ クラウド資本と結託（けったく）する金融業界。それは、ブラックロック（BlackRock）、バンガード（The 

Vanguard Group）、ステート・ストリート（State Street Corporation）だ。金融業界のビッグ・スリーと

して知られるこの三社が、アメリカ資本主義の実質的な所有者だ。 

  

（参考図） 

 


